様式第３号
事業計画書

１　建設計画
	進出形態
	新設・既存事業所等の移転・その他（　　　　　　）

	
	本社機能・研究開発機能・工場機能・倉庫機能・
その他（　　　　　　　 　　　）

	
	(移転の場合)
移転元事業所等の所在地
	

	
	募集街区以外の街区の分譲希望の有無
	有（　　　　街区）・　無

	進出の理由
	

	着工予定年月
	　　年　　月　予定

	操業予定年月
	　　年　　月　予定


　

２　建設予定施設の概要
	施設の名称等
	構造・階数
	建築面積（㎡）
	延床面積（㎡）

	
	造　　階建て
	
	

	
	造　　階建て
	
	

	
	造　　階建て
	
	

	
	造　　階建て
	
	

	
	造　　階建て
	
	

	
	造　　階建て
	
	

	
	造　　階建て
	
	


３　事業計画
	進出後の生産予定額
	百万円/年

	真岡てらうち産業団地
での事業内容
	

	生産工程等の概略
	


　注）生産工程等の概略については、会社パンフレット等で確認できる場合は省略可


４　用水・排水・電力・ガスの使用見込み
	使用水量(㎥／日)　
	排水量(㎥／日)
	契約電力(ｋｗ)
	ガス使用量(㎥/日)

	地下水
	上水道
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	









５　主要取引計画
	取引先名
	所在
	主な取引内容
	取引額

	
	市内・市外
	
	円

	
	市内・市外
	
	円

	
	市内・市外
	
	円

	
	市内・市外
	
	円

	
	市内・市外
	
	円

	
	市内・市外
	
	円

	
	市内・市外
	
	円

	
	市内・市外
	
	円


　注）真岡てらうち産業団地での操業開始後に予定している取引を記入してください。

６　事業継続計画書（BCP）策定の有無
	策定の有無
	有 ・ 策定中 ・ 無
	策定年月日
	年　　月　　日



７　雇用計画等
　(1) 真岡てらうち産業団地での雇用計画
	予定雇用者数
	市内
	市外
	合計

	
	　　人
	人
	　　　　　　人

	雇用拡大数
	　　　　　　　　 人　※市内に事業所がある企業のみ記載

	正規・非正規の別
	正規雇用：　　　　人　　　非正規雇用：　　　　　人

	男女の別
	男：　　　　　　　人　　　女：　　　　　　　　　人

	障がい者雇用数
	　　　　　　　　　人



　(2) 直近３か年の離職率及び休職率
	時期
	離職者数
	離職率
	休職者数
	休職率

	令和　　年
	
	
	
	

	令和　　年
	
	
	
	

	令和　　年
	
	
	
	


　注）離職、休職ともに、正規雇用の従業員の数値で計上してください。
　　　離職者数は、定年での退職者数は除いて計上してください。
　　 休職は、連続１か月以上の休業とします。
　　 離職率＝離職者数（1月1日～12月31日）/正規雇用従業員数（1月1日）×100
　　 休職率＝休職者数（1月1日～12月31日）/正規雇用従業員数（1月1日）×100
８　設備投資・資金計画
	設備投資（百万円）
	資金計画（百万円）

	土地
	
	自己資金
	

	建物
	
	社債
	

	構築物
	
	融資
	

	機械設備
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	合計
	


注）設備投資と資金計画の金額は一致します。

９　環境保全・公害防止
　(1) 特定施設等の設置状況
　ア 水質
	発生施設・種類等
	

	数値・数量
	

	法令
	

	処理（対策）方法
	



　イ　騒音
	発生施設・種類等
	

	数値・数量
	

	法令
	

	処理（対策）方法
	



　ウ　振動
	発生施設・種類等
	

	数値・数量
	

	法令
	

	処理（対策）方法
	



　エ 大気
	発生施設・種類等
	

	数値・数量
	

	法令
	

	処理（対策）方法
	



　オ　臭気
	発生施設・種類等
	

	数値・数量
	

	法令
	

	処理（対策）方法
	



　カ　廃棄物
	発生施設・種類等
	

	数値・数量
	

	法令
	

	処理（対策）方法
	



　キ　その他
	発生施設・種類等
	

	数値・数量
	

	法令
	

	処理（対策）方法
	









(2) 貴社が真岡てらうち産業団地に立地した場合、事業の実施等により想定される周辺環境への影響及びその対応策
	【影響】






【対応策】










(3) 貴社の脱炭素社会の実現に向けた取組
	






10　企業の取組
　(1) 貴社が真岡てらうち産業団地に立地することによる本市地域経済への波及効果等
	



(2) 真岡てらうち産業団地での事業の長期的な継続性・発展性
	


　
(3) 雇用・福祉厚生における特色のある取組
	


　(4) 表彰履歴等
	



(5) その他ＰＲすべき事項があれば記載ください。
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